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どのようなことをしたらよいか分からない

健康経営

「健康経営」は特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標です。

始めていますか？健康経営

Q.健康経営に期待する効果は？

既に「健康経営」に取組んでいる企業は、

「人材の採用・定着」
「生産性の向上」
「コミュニケーションの向上」 など、

組織活性化にプラスの効果を実感しています。

健康経営を実践するにあたっては、
「何をしたらよいか分からない」
「ノウハウがない」など、
具体的な情報が不足しています。

貴社の「健康経営」を支援します！

Q.健康経営を実践する上での課題は？

東京商工会議所「健康経営に関する実態調査」 （2019年1月）より作成
※従業員300名以下の企業を対象に実施

東京商工会議所「健康経営に関する実態調査」 （2019年1月）より作成
※従業員300名以下の企業を対象に実施
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メディア等への露出の増加

企業イメージの向上

労働時間適正化、有給取得率増加

社内コミュニケーションの活発化

業績の向上

生産性（作業効率）の向上

従業員の健康意識の高まり

従業員満足度の向上

(%)

（従業員の定着率向上など）

（採用活動への影響など）

(%)

健康経営を実践する企業が評価される時代です！

健康経営優良法人
＜中小規模法人部門＞

健康宣言に取り組む法人

中小企業・中小規模医療法人等

健康経営簡易診断レポートサービス

現状の見える化
認定項目※＋αで
取組効果UP

自社にあった取組み
が見つかる

保険会社のリソースを
活用した具体的な支援

※ここでいう認定項目とは、健康経営優良法人(中小規模法人部門）の認定項目をさします。

首長による表彰

地方自治体による
表彰・認定

地域の企業等

経済産業省は、健康経営を普及促進するため、「健康経営優良法人認定

制度」を創設しました（経済産業省が認定制度を設計し、日本健康会議

が制度を運営）。また、各自治体においても地域に根差した同様の認定制

度の創設を進めています。

これら制度の目的は、健康経営に取組む優良な法人を「見える化」し、従

業員や求職者、取引先企業などから「社会的な評価を受けられる環境を

整備」することです。企業は健康経営を実践して組織を活性化し、それが

社会的な評価にもつながる時代になりつつあります。
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＜ご照会先＞

＜健康経営簡易診断サービスのご利用の流れ＞

STEP２STEP１ STEP４STEP３

お客さまの健康経営の取
組み状況を、簡易チェック
シートに回答いただきます。

ご記入済のチェックシート
を担当者へご提出いた
だきます。

当社で簡易診断レポー
トを作成致します。

担当者がレポートを持参
し、取組みのアドバイス
や情報提供を行います。

info

簡易診断レポートから分かること

＜簡易診断レポートイメージ＞

現状の取組み状況を見える化 ステップアップに向けた
アドバイス

健康経営優良法人認定項目の
充足状況

33個の質問から、貴社の健康経営
に関する取組み状況を4つのフレーム
「健康経営理念」「組織体制」「制
度・施策実行」「評価・改善」で見え
る化します。
従来から行っていた取組みが健康経
営に関連するものなのか、また、今後
取組むべき領域は何かなど、気付き
につながります。

本診断は、経済産業省の推進する
健康経営優良法人認定制度(中
小規模法人部門)の認定基準を参
考に構成しており、認定項目の充足
状況もお分かりいただけます。

※ 健康経営優良法人認定の項目や基準
等は変更されることがあり、また、認定は
日本健康会議が所定の方法で審査して
います。本診断結果は認定の合否をお約
束するものではございません。

貴社の健康経営の取組みをそれぞ
れ4段階で評価します。現在の取組
レベルに合わせ、更なるステップアップ
に向けてアドバイスします。
また本診断では、左記認定項目だ
けでなく、実効性の向上につながるポ
イントも併せて確認します。健康経
営の取組みを、もう一歩前進させた
い企業様にも活用いただけます。

簡易診断レポートサービスを活用して貴社の健康経営を推進しましょう！

⚫ 健康経営簡易診断レポートサービスは、企業の経営者さま・人事担当者さまに無償でご利用いただけます。

⚫ まずは、別紙チェックシートの33問の質問にご回答をお願いいたします。

⚫ チェックシートの回答にあたり、健康経営に関する独自の解釈や用語なども含まれますので、ご不明な点はお気軽に担当者へ

ご照会ください。
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